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第１回定例会　予算決算委員会（全体会）　会議録 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

日　時　令和８年３月１２日（木曜日） 

午前１０時開会、午後１時５６分閉会 

場　所　第１委員会室 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

日　程 

　１　開　会 

　２　委員長あいさつ 

３　審査内容 

議案第３４号　令和８年度土浦市一般会計予算 

第１表歳入全部、第４表地方債 

４　閉　会 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

出席委員（２４名） 

　委員長　　　下村　壽郎 

　副委員長　　奥谷　　崇 

委　員　　　竹内　　裕 

委  員　　　寺内　　充 

委　員　　　古沢　喜幸 

　委　員　　　吉田　千鶴子 

委　員　　　海老原　一郎 

　委　員　　　篠塚　昌毅 

委　員　　　小坂　　博 

委　員　　　鈴木　一彦 

委　員　　　平石　勝司 

委　員　　　今野　貴子 

委　員　　　島岡　宏明 

委　員　　　勝田　達也 

委　員　　　目黒　英一 

委　員　　　矢口　勝雄 

委　員　　　福田　勝夫 

委　員　　　平岡　房子 

委　員　　　根本　法子 

委　員　　　田中　義法 

委　員　　　滝田　賢治 

委　員　　　吉田　直起 
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委　員　　　菅井　歩美 

委　員　　　栁澤　健二 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

欠席委員（０名） 

 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

説明のため出席した者（１２名） 

市長公室長　　　　山口　正通 

総務部長　　　　　塚本　浩幸 

市民生活部長　　　皆藤　秀宏 

保健福祉部長　　　水田　和広 

こども未来部長　　真家　達成 

産業経済部長　　　羽成　健之 

都市政策部長　　　飯泉　貴史 

建設部長　　　　　渡辺　善弘 

教育部長　　　　　加藤　史子 

消防長　　　　　　堀本　良博 

議会事務局長　　　櫻井　良哉 

財政課長　　　　　瀬古澤　時人　その他課長５０名 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

事務局職員出席 

　次　長　　小野　　聡 

　係　長　　津久井　麻美子 

主　任　　岩松　英統 

主　幹　　高橋　陽平 

主　事　　古宮　英剛  

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

傍聴者（０名） 

 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
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○下村委員長　ただ今から予算決算委員会を開会いたします。本日は本定例会において、

当予算決算委員会へ付託されました議案第３４号令和８年度土浦市一般会計予算のうち、

第１表歳入及び第４表地方債についての審査を行います。この全体会での質疑は、歳入

についての質疑のみでお願いいたします。歳出については、後日各分科会に分かれて審

査をお願いいたします。また、各分科会終了後、再度予算決算委員会の全体会を開催し、

予算決算委員会としての結論をまとめます。また、審査の中で、委員長報告に意見とし

て入れたい事項がございましたら、発言の際にその旨をお話しいただきますようお願い

します。早速ですが、審査に入ります。サイドブックスは、本会議フォルダ、令和８年、

第１回定例会、事前配付資料の中の議案第３４号から３９号令和８年度土浦市予算書を

御準備願います。それでは、第１款市税から１３款交通安全対策特別交付金まで、執行

部より御説明願います。 

○瀬古澤財政課長　それでは、私からは新年度予算一般会計の歳入及び地方債について、

御説明をさせていただきます。予算書は１６ページをお願いいたします。歳入歳出予算

事項別明細書でございます。２月の全員協議会でも御説明をしておりますが、改めて説

明の前に全体の概要について、御説明させていただきます。明細書の右端の前年度との

比較の欄を御覧いただきたいと思います。款別で主な増減を申し上げますと、１款市税

が５億１，７５２万６，０００円、前年度比２．１％の増。７款地方消費税交付金が３億

６，０５８万７，０００円、９．１％の増。１２款地方交付税が２億５，１９６万円、５．

７％の増。１６款国庫支出金が７億１，４５４万円、７％の増。１７款県支出金は３億

７，５０９万９，０００円、８．１％の増。１９款寄付金は１５億１，０２０万１，００

０円、１５０．９％の増。２０款繰入金は１６億６，３７８万５，０００円、５３．７％

の減、２３款市債は４７億４，１９３万６，０００円、２０７％の増となっております。

その結果、歳入合計は６５６億２，０００万円となりまして、前年度の令和７年度と比

較いたしますと、７０億６，０００万円、１２．１％の増となるものでございます。以

下、各項目別に主な内容を御説明いたします。また、説明に際しましては、予算額はお

手数ですが予算書で御確認いただきまして、口頭での説明は前年度との比較額を交えて

御説明させていただきたいと思います。それでは、１９ページ上から、歳入の根幹であ

ります１款市税につきましては、個人市民税の堅調な伸びなどにより、全体で令和７年

度の当初予算と比較いたしますと、先ほど申し上げましたとおり、５億１，７５２万６，

０００円、２．１％の増となっております。１項市民税は、合計の比較の欄にございま

すとおり、３億３，２７６万４，０００円、３％の増。このうち１目個人市民税につきま

しては、賃上げによる所得増などにより５億５，７７２万２，０００円、６．４％の増と

しております。一方、２目法人市民税につきましては、物価高の影響による消費の停滞

から一部の企業につきましては、収益低下を見込みまして、２億２，４９５万８，００

０円、８．８％の減。２項固定資産税、１目固定資産税につきましては、新築、増築家屋

の増加を見込みまして、１億４，２５４万８，０００円、１．４％の増。２目国有資産等

所在市町村交付金は、職員宿舎など国や県が所有している固定資産に対して、固定資産

税相当額が交付されるもので、１９１万２，０００円、２．８％の減となっております。
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３款軽自動車税の１目環境性能割につきましては、軽自動車の取得時に環境性能に応じ

て課税されるものでございますが、御案内のとおり、国の経済対策により、令和８年３

月３１日で廃止となりますことから、前年度比較で１，７７０万７，０００円、８２．

７％の大幅な減となっており、通常、翌年度に歳入される本年２月、３月分の収入を見

込んでの予算計上となっております。２目種別割は従来の軽自動車税から名称変更とな

ったものであり、登録台数の増を見込み、１，９７６万８，０００円、４．９％の増。３

目軽自動車税は、種別割に名称変更される以前の軽自動車税の滞納分でございまして、

３万９，０００円、１０．２％の増でございます。つづきまして、４項たばこ税につきま

しては、加熱式たばこの増などによりまして、２，８３７万円、２．３％の増としており

ます。５項都市計画税は、固定資産税の増に合わせまして、１，３６５万６，０００円、

０．９％の増となっております。２１ページをお願いいたします。２款の地方譲与税か

ら１２款の地方交付税までは、国の地方財政計画や、県から提供される試算表などに基

づき算定しておりまして、増減の大きいものなど、主なものについて御説明をさせてい

ただければと思います。２款地方譲与税につきましては、１項地方揮発譲与税、２項自

動車重量譲与税、３項森林環境譲与税で構成されておりまして、こちらも国の経済対策

などの影響もありまして、全体で５８８万４，０００円、１．１％の減となっておりま

す。この譲与税の中では、１項地方揮発譲与税でございますが、国の揮発油税が所定の

割合で地方に譲与されるものでございますが、こちらも御案内のとおり、令和７年１２

月末でガソリン税の暫定税率が廃止になったことが影響しまして、昨年度比較で１，８

５７万４，０００円、１６％の減となっております。そのほか省略させていただきまし

て、２２ページをお願いいたします。３款利子割交付金につきましては、金融機関等の

預貯金の利子への課税分となる県民税利子割が、市町村の個人県民税の額に応じて交付

されるもので、以下配当割、株式譲渡所得割も同様となっております。利子割交付金に

つきましては、金利の上昇が影響して、前年度比較で３，０２５万３，０００円、３３

１％の大幅な増としております。２３ページをお願いいたします。４款配当割交付金は、

株式等の配当への課税分となる県民税配当割が市町村に交付されるもので、県の交付見

込みにより５，６５７万６，０００円、４２．１％の増。２４ページになりまして、５款

株式等譲渡所得割交付金は、株式等の譲渡所得への課税分となる県民税株式譲渡所得割

が市町村に交付されるもので、こちらも県の交付見込みにより、４，０５０万６，００

０円、１８．４％の増。２５ページをお願いいたします。６款法人事業税交付金は、県税

である法人事業税が従業者数で按分され、市町村に配分されるものであり、こちらも県

の交付見込みにより、３，０８２万１，０００円、６．１％の増。２６ページをお願いい

たします。７款地方消費税交付金は、地方消費税のうち一般財源分が人口と従業員数な

どにより、社会保障分が人口により按分して市町村に交付されるもので、こちらも継続

する物価高により、令和７年度に引き続き、３億６，０５８万７，０００円、９．１％の

増となっております。２７ページの８款は省略させていただきまして、２８ページをお

願いいたします。９款環境性能割交付金でございます。こちらは普通自動車等の所得価

格に対し、環境性能に応じて課税され、県から交付されるものですが、こちらも軽自動
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車税と同様に、国の経済対策により、新年度から環境性能割が廃止となったため、本年

３月分のみが新年度に歳入されることになりまして、前年度との比較では５，９３５万

５，０００円、９７．６％の大幅な減となっております。２９ページの１０款は省略し

まして、３０ページをお願いいたします。１１款地方特例交付金でございます。地方特

例交付金につきまして、国の制度改正や特例措置などにより、地方の負担増になるもの

や、収入減になるものを補填する措置として交付されるものでございますが、新年度は

これまで説明した国の経済対策によるガソリン税の暫定税率や自動車税等の環境性能割

の廃止に伴う減収について、補填分が新たに計上されたことなどによりまして、全体で

は８，１３０万７，０００円、５９．２％の増となっております。１項の地方特例交付

金、説明欄にあります１項目めの個人住民税減収補填特例交付金は、例年に引き続き、

住宅借入金等特別税額控除に伴う住民税減収の補填、２項目めからが新規の交付金でご

ざいまして、自動車税減収補填特例交付金は、自動車税等の環境性能割が３月３１日で

廃止となりまして、９款環境性能割交付金の減収分を全額補填するものでございます。

３項目めの軽自動車税減収補填特例交付金は、同じく軽自動車税の環境性能割分の減収

分を全額補填するもの。４項目めは、昨年末のガソリン税暫定税率廃止による地方揮発

油譲与税の減収分を全額補填するもので、新たな減収補填分の交付金の計上により、８，

４７６万５，０００円、７０．１％の増としております。２項新型コロナウイルス感染

症対策地方税減収補填特別交付金につきましては、新型コロナウイルス感染症の影響を

受けながら中小事業者等が行う生産性の向上に資する新規の設備投資に対しまして、固

定資産税を３年間ゼロとする特例措置に係る減収分に対する補填でございますが、減税

期間が外れた事業者などの影響により、３４５万８０００円、２１．２％の減となって

おります。３１ページをお願いいたします。１２款地方交付税でございます。こちらは、

国の交付税総額の増を踏まえまして、全体で２億５，１９６万円、５．７％の増を見込

んでおります。このうち、１節普通交付税につきましては、給与改定による人件費の増

や物価高対応として国の算定経費が引き上げられていることなどを踏まえまして、２億

４，８６９万２，０００円、６．３％の増を見込んでおります。２節特別交付税につきま

しては、例年とおり災害など普通交付税に算入されない特殊財政事情に対し交付される

もので、こちらは３２６万８，０００円、０．６％の増となっております。３２ページ

は、１３款交通安全対策特別交付金でございまして、こちらも例年のとおり、交通違反

の反則金が原資となりまして交付されるものでございます。１３款までの説明は以上で

す。よろしくお願いいたします。 

○下村委員長　ありがとうございました。それでは、委員の皆様、ここまでで御質問は

ございますか。 

〇古沢委員　個人市民税の昨年比５億１，７５２万１，０００円と言いましたが、これ

５億５，７００万円になっていますが、どこが違うんでしょう。 

○瀬古澤財政課長　５億１，７５２万６，０００円は、市税全体での伸びでございまし

て、５億５，７００万の増は、その中の個人市民税の増ということになっております。 

〇古沢委員　そういう意味ね。分かりました。 
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○矢口委員　１９ページですね。市税、市民税の個人と法人の部分で、全体をお伺いし

ますが、個人のほうは６．４％の伸びを示している一方で、法人のほうはマイナス８．

８％ということで、この数字の見込みの根拠のところをお伺いしたいと思います。先ほ

どの御説明ですと、法人のほうが物価の上昇等を踏まえてということでしたが、このバ

ランスのところでですね、この後に出てくる配当割が４２％プラスで、株式等譲渡所得

割が１８．４％ということで、企業関係の全国的な伸びは非常にいい。また、企業の収

益に対して個人の所得が伸びないというのが社会全体での課題になっていると思います

が、それと反対の見込みを示してるところの御説明をいただきたいと思います。なぜ質

問するかというと、今後の税収の見込みとか、単年度に限らず、今後の見通しの部分に

とても関わってくるところだと思いますので、御回答をお願いいたします。 

○中西課税課長　法人市民税の今後と、算出方法ということで御質問をいただいたかと

思います。まず、算出方法につきましては、市内にございます上場企業、大手企業の決

算状況が公表されておりますので、それをもとに令和８年度を推測したものとなります。

大手企業につきましては、税収の大きな根幹をなすものでございまして、特に輸出関連

企業、製造業に関しては、なかなか収益が落ちているという状況もございます。また、

中小企業につきましては、先ほど人件費というお話がありましたけれども、やはり資材

高騰、人件費の高騰がありまして、収益が落ちているという状況ですので、財政課長か

ら説明ありましたように法人市民税としては減額になっているということになっており

ます。 

○瀬古澤財政課長　先ほどの矢口議員の御質問の中でその後の配当割交付金などの話が

あったかと思いますが、国の地方財政対策のほうでは、やはり法人事業税につきまして

は昨年度比較で８．９％の増ということで、国全体としては、法人事業税は増収の見込

みとしているのかなというところでございます。市税の後の配当割交付金であったりと

か株式譲渡所得割交付金、法人事業税交付金につきましても、昨年度比較で増額を見込

んでおりますが、こちらは県が歳入する税金の中でやはり県税の中でも法人事業税のほ

うは、全体では伸びを見込んでいるということで、それが単純に各市町村に按分されて

配分されるということですので、こちらにつきましては増を見込んでおりますが、法人

市民税につきましては、先ほど課税課長からお話があったように、土浦市に事業所のあ

る事業者の所得などが影響してきますので、そちらについては逆に減になっている見込

みだというようなことでございます。 

○矢口委員　御説明ありがとうございました。１００％理解できたわけではないですが、

土浦市の企業さんがそういう状況だというふうな理解でよろしいのかなと思います。も

う１点、２１ページです。地方揮発油譲与税、この件に関しては、過去に一般質問で質

問させていただいたとおり、ガソリン税の暫定税率廃止に伴って、この分が減収になる

ということは理解しております。ここで示されている９，７１９万３，０００円に対し

て、この金額が別に補填という形で３０ページに出てきていますね、地方揮発油譲与税

減収補填特例交付金という形で。こちらの金額と一致しないところの説明をいただきた

いと思います。 
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○瀬古澤財政課長　こちらは、先ほどお話しましたように、地方譲与税や地方特例交付

金などにつきましては、県の試算表に基づき計上されているというところがまず前提に

ございまして、単純にその試算表と我々のほうで計算した、例えば令和７年度の予算額

または決算見込み額とその減収分を計算したところ、やはり若干のずれはありますが、

概ねこちらが試算した額と同額が補填されているような形になっておりますので、細か

い差額はございますが、概ねこちらで見込んでいる減収補填分は、この地方特例交付金

で補填されているものというように考えております。 

○矢口委員　御説明ありがとうございました。細かい数字はともかくプラマイゼロとい

うふうに考えてよろしいのかなと思いました。 

〇下村委員長　ほかに御質問はございますか。 

（「なし」という声あり） 

○下村委員長　それでは、ないようですので、引き続き、１４款分担金及び負担金から

１５款使用料及び手数料まで、御説明願います。 

○瀬古澤財政課長　それでは、予算書は３３ページをお願いいたします。１４款分担金

及び負担金は１項負担金のみとなりまして、民生費負担金の減などによりまして、前年

度比較では２，２９８万２，０００円、５．９％の減となっております。１４款につきま

しても、主なものについて、御説明をさせていただきたいと思います。１目民生費負担

金のうち、１節つくしの家負担金、２節療育支援センター負担金は、つくしの家及び療

育支援センターの利用者の所在する市町村からの負担金収入と給食費の利用者負担分な

どでございます。３節老人福祉負担金は、居宅で生活が困難な方の養護老人ホームの入

所措置に対する入所者からの負担金及び一人暮らし高齢者の緊急通報システム利用者の

負担金、４節児童福祉費負担金は、保育所等の保育料や副食費及び保護者の急病等の場

合の一時預かりに対する保護者負担金で、前年度比較では１，８０５万９，０００円、

７．８％の減となっておりまして、このうち、現年度分の保育費用保護者負担金につき

ましては、児童数の減などによりまして２，００４万８，０００円、８．７％の減となっ

ておりまして、民生費負担金の減の主な要因となっております。このほかでは、３項目

めの一時預かり事業保護者負担金につきましては、利用者数の減を見込んでおりますが、

利用料の増額改定も行っておりまして、７０万１，０００円の計上。５項目めになりま

して、乳児等通園支援事業利用者負担金は、令和８年度から始まりますこども誰でも通

園制度に係る利用者負担金でございまして、本市では認定こども園土浦幼稚園で実施し

まして、新規の歳入として計上しております。飛びまして、５節児童福祉費市町村負担

金につきましては、広域保育で他市町村から本市の公立保育所へ入所している入所者分

の各市町村からの負担金でございます。２目衛生費負担金は、例年同様でございまして、

説明欄上から病院群輪番制病院運営費負担金につきましては、夜間における重度緊急医

療を確保するため、２次病院としての診療機能を有する土浦協同病院、東京医大病院、

霞ヶ浦医療センターに対しまして、阿見町、かすみがうら市とともに助成しており、本

市が一括して交付することによる２市町からの負担金収入、休日緊急診療所運営費負担

金は、本市が実施する休日緊急診療に係るかすみがうら市からの負担金。未熟児養育医
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療受給者負担金は、入院療育を伴う未熟児の医療費給付に係る保護者からの負担金でご

ざいます。３目土木費負担金は、市道１級４２号線田村沖宿線延伸道路整備事業に係る

事業費の面積按分によりますかすみがうら市からの負担金で、事業の進捗などを踏まえ

まして、１８万２，０００円、２．７％の減となっております。３４ページをお願いいた

します。つづきまして、１５款使用料及び手数料は、新年度は幾つかの施設使用料の見

直しなどによりまして、使用料につきましては、前年度比で６４万６，０００円の増と

なっておりますが、逆に手数料の減により、全体では４６８万７，０００円、０．４％の

減となっております。１項使用料につきましては、物価高によるコスト増への対応や、

令和７年度当初予算での収支不足縮減に向けた取組としまして、各施設等の使用料見直

しを行っておりまして、６４万６，０００円の増としております。１目総務使用料は、

主に行政財産使用料の増などにより、２１４万３，０００円、１．４％の増。２節行政財

産使用料につきましては、上から６項目めになります。ウララ使用料につきまして、駐

車場使用料の増などにより、２１４万７，０００円の増としておりまして、下から２項

目めのマイカー通勤職員市施設内駐車場使用料は、庁外の各施設に勤務する職員の駐車

料金を徴収しているもので、このほか、民生費、衛生費など各目の使用料にも計上して

おります。つづきまして、２目民生使用料につきましては、全体で４８８万４，０００

円、９．２％の増となっております。民生使用料は、各節の説明欄に記載された施設の

使用料でございまして、このうち、４節放課後児童クラブ育成料につきましては、利用

児童数の増加などによりまして、４５５万３，０００円の増。説明欄の３項目め、４項

目めにつきましては、この児童クラブの延長利用分収入でございまして、令和７年３月

議会の条例改正で創設しました平日及び夏休みなどの長期休業期間における児童クラブ

の時間延長利用に係る料金につきましては、今年度から徴収を開始しておりまして、当

初予算では新規の計上でございますが、今年度の実績を見込みまして、現年分で２８９

万３，０００円を計上しております。１節飛びまして、６節こどもランド使用料につき

ましては、今議会の条例改正で議案を提出しておりますが、ウララ２ビル８階に設置し

ておりますこどもランドにつきましては、現在無料で利用できますが、本年１０月から

は市外在住の児童について、１回当たり３００円の利用料金を徴収することとしまして、

１５万円の新規計上としております。３目衛生使用料につきましては、前年比較で２，

５５７万４，０００円、５８．６％の減となっておりまして、１節衛生使用料の霊園管

理料につきましては、増収となる３年に１回の更新年度の翌年度となりますことから、

１，７３８万９，０００円の減。３項目めの霊園永代使用料につきましては、令和８年

度につきましては、並木今泉霊園の空き区画販売を予定しておりまして、国分霊園の販

売価格の減によりまして、８０７万９，０００円の減としておりまして、これらが衛生

使用料の減の主な要因となっております。２目飛びまして、６目土木使用料をお願いい

たします。土木使用料につきましては、公園使用料や住宅使用料現年分の増などにより、

前年比較で２０７万３，０００円、１．１％の増としております。２節公園使用料につ

きましては、公園内における電柱や自動販売機、写真動画撮影等の使用料で、自動販売

機の設置につきましては、本年１０月より売上手数料制の導入を予定しておりまして、
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この分の増収を含め９９万９，０００円、１０７．９％の増、３５ページに移りまして、

３節住宅使用料につきましては、市営住宅における住宅使用料と駐車場使用料となって

おりますが、現年分の住宅使用料の増により、８３万４，０００円の増としております。

飛びまして、８目教育使用料につきましては、施設使用料の見直しなどにより、１，６

６１万４，０００円、１４．３％の増としております。１節社会教育使用料は、説明欄記

載の施設使用料でございまして、その中で、１項目めの公民館使用料は、集会室の使用

料の見直しなどによる増。３項目め、考古資料館入館料につきましては、本年９月から

の長寿命化改良工事により、一時休館となることからの減。４項目め、市民ギャラリー

使用料は、オープンギャラリーなどの使用料見直しによる増。５項目め、図書館使用料

につきましても、研修室使用料の見直しや利用団体の増を見込んでの増としておりまし

て、これらが主な要因となり、全体では４３万円、３．５％の増としております。２節保

健体育施設使用料につきましては、説明欄記載の各体育施設の使用料でございまして、

この中では、２項目めの神立公園野球場の使用料の見直しや、３項目め水郷プールの使

用料見直しでは、前年比較で１，４６４万円の増を見込んでおりまして、そのほか５項

目めの武道館使用料、新治運動公園使用料以下の使用料につきましても、増額改定を予

定しておりまして、全体では１，５９１万４，０００円、１７．４％の増としておりま

す。４節行政財産使用料では、下から２項目め、広告掲示に係る体育施設使用料につき

ましては、川口運動公園野球場の内外野フェンスへの広告掲示に係る使用料でございま

すが、こちらも見直しを行っておりまして、昨年の１２月より合計２０区画を新規枠設

けまして、新年度では２２万５，０００円の増を見込んでおります。つぎに、２項手数

料に移りまして、２項手数料につきましては、各種証明書等の交付手数料の見直しなど

により、総務手数料は増加しておりますものの、衛生手数料の減などによりまして、全

体では５３３万３，０００円、０．７％の減を見込んでおります。１目総務手数料につ

きましては、説明欄記載の地縁団体認可証明手数料のほか、戸籍、住民票、印鑑証明書

など記載の各種手数料でございますが、この中では、住民票、印鑑証明書や、納税証明

書等の交付手数料の増額改定を本年１０月から行う予定でございまして、全体では５７

９万５，０００円、９．３％の増としております。３６ページをお願いいたします。２目

衛生手数料につきましては、全体で１，１７３万３，０００円、１．８％の減としており

まして、１節清掃手数料につきましては、説明欄にありますとおり、し尿やごみ処理、

犬の登録、狂犬病予防注射などの手数料でございますが、この中では分別の推進により、

清掃センターへのごみ搬入量が年々減少していることにより、ごみ処理手数料が前年比

較で９７３万４，０００円の減となっておりまして、全体では、前年度比較１，１７２

万円の減となりまして、衛生手数料の減の主な要因となってございます。１目飛ばしま

して、４目土木手数料につきましては、２節建築確認等手数料の増などによりまして、

７７万５，０００円、６．９％の増。５目消防手数料は例年同様、ガソリンスタンドなど

の危険物取扱施設を設置する際の検査手数料や花火打上げなどに伴う許可申請手数料で

ございます。１４款、１５款の説明は以上でございます。よろしくお願いいたします。 

○下村委員長　ありがとうございました。それでは、委員の皆さん、ここまでで御質問
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はございますか。 

○竹内委員　素朴な質問ですけれども、３３ページ。つくしの家の利用者の高齢化が始

まって、最近は利用者の減数という話がありますが、現在何名利用しているのか、数で

すね。つぎに、療育支援センターの利用者負担金。これもいよいよ児童発達支援センタ

ーの絡みがあるもので、現在療育支援センターは何名利用しているのか。素朴な質問で

す。 

○白田障害福祉課長　御質問いただきましたつくしの家の利用者数ですが、現在３７名

の方が利用されております。 

○直井こども包括支援課長　療育支援センターの利用者数ですけれども、今年の２月末

現在で、つくし学園が１８名、つくし療育ホームが２１名、幼児言葉の教室が６１名。

また、保育所等訪問支援という事業を行っておりまして、その利用者が１名。そして、

これらの事業を利用するには、計画相談といって、計画を作るんですけれども、その対

応者数が３６０名となっております。 

○矢口委員　３４ページから始まります１５款使用料及び手数料について伺います。 

新年度の途中で一斉に使用料及び手数料の値上げを計画しているところですが、この値

上げ分をそっくり今回歳入として見込んでいるのか、それとも値上げによって使用者の

増減があって、その辺りを見込んでいるのか、その御説明をいただきたいと思います。 

○瀬古澤財政課長　おっしゃるとおり、増額分だけをそのままというわけではなくて、

やはり利用者数なども加味しながら、合計して大体これぐらいの予算が見込まれるとい

うところで計上しております。 

〇矢口委員　そうですよね。ということで、今後、利用料、手数料の値上げによってど

うなったかということを、来年度の決算辺りで数字を御報告いただければありがたいな

と思います。 

○瀬古澤財政課長　今後の値上げの推移等を踏まえまして、決算で御説明できるように

準備しておきたいと思います。 

〇栁澤委員　３３ページ、１４款、１目、４節一時預かり事業保護者負担金ですが、７

０万円と少しですが、これは何名何日分の利用か、そういったものは分かるでしょうか。 

〇塚本保育課長　ただ今の一時預かりの予算の計上に関しましては、こちら令和６年度

実績ベースに考えておりまして、６年度実施の延べ３８８人を計上してございます。 

○篠塚委員　３５ページの使用料の住宅使用料ですが、現年度分９５．９％、滞納分４．

３％となっていますが、これは実績を踏まえた数字を当てはめたものでしょうか。滞納

分はどのぐらいあるのか、分かれば教えてください。 

〇和田住宅営繕課長　今の滞納分でございますが、令和６年度の徴収状況で申し上げま

すと、現年度分で住宅使用料が７６８万９，０００余円。過年度分で申し上げますと７，

４４４万余円、合計で８，２１３万７，０００余円となってございます。 

○篠塚委員　現年度予算計上で９５．９％と書いてありますが、これは今までの実績を

踏まえて、この数値を出したんでしょうか。 

○和田住宅営繕課長　過去分の実績から計算して、計上しております。 
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○篠塚委員　４％くらいは入ってこないというのは、それは滞納してる方も多くて、そ

ういうような数字になっているのか、その辺は分かれば教えてください。 

○和田住宅営繕課長　滞納分につきましても、実績となってございます。 

○篠塚委員　１００％ではなくて、９５．４％に減らして計上していますが、それはや

はり滞納者がいるから１００％にいかないんだと、その滞納実績があるからということ

で出した数字なんでしょうか。 

○和田住宅営繕課長　おっしゃるとおりでございます。 

○島岡委員　手数料が大分値上げになったということでございますが、今後また今日か

ら２６円ガソリンが上がりますが、値上がりの可能性もあるということで、手数料のほ

うを考えているのでしょうか。 

○瀬古澤財政課長　新年度予算に向けてのいろいろな歳入歳出の見直しの中では、令和

８年から令和１０年までの３か年の中で、どういう取組ができるかというところを全庁

的に取り組んでございます。その中で、令和８年度に使用料の見直しができたものにつ

いて、今回計上させていただいておりまして、例えば今議会で上程しております児童ク

ラブの料金につきましては、令和９年４月１日からの改定を予定しておりますので、令

和９年度の予算に反映されるものとなっております。そのほかにも、今後、使用料の見

直しが可能なものにつきましては、今後引き続き見直しを行っていくものとしまして、

また今後の社会経済情勢なども加味しながら検討してまいりたいと考えております。 

○寺内委員　病院輪番制ですが、先ほど説明では三つの病院に運営費として１，０００

万ということですよね。そうすると、救急の受入れの状況を見ると、協同病院が圧倒的

多くて、霞ヶ浦医療センターというのは週に１回の火曜日だけ受け付けているという話

みたいなんですね。ですから、どのぐらいの割合でその負担金を出しているのか、一つ

の病院に対して、それとも三つの病院に均等に負担金として出しているのか、そこを教

えてください。 

〇佐藤健康増進課長　病院群輪番制運営費の負担金の御質問ということで、こちらの日

数につきましては、三つの病院の協定によりまして、土浦協同病院が１６２日、東京医

大茨城医療センターが１６３日、霞ヶ浦医療センターが４０日ということで分けており

ます。 

○寺内委員　負担金をどのような割合で配分しているのかということなんですよ。一つ

の病院が１６７日受付ではなくて、この１，０００万をどのようにして配分しているん

ですかというのを聞いているんです。 

〇瀬古澤財政課長　本市が定めます補助金額の単価につきまして、先ほど健康増進課長

が申し上げましたとおり、その日数で按分しまして、それぞれの病院に補助として支出

しているような形となっております。 

○寺内委員　それは分かりました。土浦市とかすみがうら市と阿見町とありますよね。

そうすると、人口割かなんかでやっているのでしょうか。 

○佐藤健康増進課長　均等割と人口割で算出しております。 

〇寺内委員　なるほど。分かりました。了解しました。 
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○下村委員長　ほかに、御質問はございますか。 

（「なし」という声あり） 

〇下村委員長　ないようですので、引き続き、１６款国庫支出金を御説明願います。 

○瀬古澤財政課長　３７ページをお願いいたします。１６款国庫支出金は、国庫負担金

の増などによりまして、全体では前年度比較で７億１，４５４万円、７％の増となって

おります。なお、国庫支出金につきましては、各事業に基づく特定財源となっておりま

すので、前年度比較で増減などが大きいものや、新規の歳入などを中心に、こちらも主

なものについてのみ説明をさせていただければと思います。１項国庫負担金は、民生費、

教育費国庫負担金の増などによりまして、７億６，６５３万８，０００円、１１％の増

となっております。１目民生費国庫負担金は、障害者自立支援給付費負担金の増などに

より、３億９，８１３万６，０００円、５．７％の増となっておりまして、この中ではそ

の要因となっております３節障害者自立支援給付費負担金につきましては、障害者総合

支援法に基づく介護や訓練、補装具費などの障害福祉サービス利用に係る給付に対する

負担金で、サービス利用者の増により、毎年伸びておりまして、３億４，６５６万６，０

００円、１５．７％の増となっておりまして、そのほかでは、６節児童手当負担金につ

きましては、対象児童数の減や今年度の実績などを踏まえての減。８節生活保護費負担

金は、こちらは被保護世帯、被保護者数が毎年増加して増加しております。１目飛ばし

まして、３目教育費国庫負担金につきましては、新規の負担金でございまして、整備を

進めております上大津地区統合小学校につきましては、令和８年度から工事に着手しま

して、工事費の補助対象経費の２分の１に充当される負担金３億６，７５９万３，８０

０円の新規計上でございまして、令和１０年度の開校に向けて進めてまいります。つづ

きまして、２項国庫補助金につきましては、土木費国庫補助金の増などにより、１億６

０５万円、１８％の増となっております。１目総務費国庫補助金は、説明欄記載のマイ

ナンバーカード関係や空き家対策、また新規補助としましては、妊娠出産の際の経済的

支援を行う妊婦のための支援給付事業の事務費に当たる補助金の計上。２目民生費国庫

補助金は、２８３万５，０００円、２．７％の減となっておりまして、この中では、２節

生活困窮者就労準備支援事業費等補助金につきましては、貧困の連鎖の防止、学習機会

喪失の防止を目的として行っております学習支援事業や、生活保護のレセプト点検など

を行う会計年度任用職員への報酬や、面接相談員報酬などに対する補助金でございまし

て、事業費の減などによりまして、前年度比では２５１万９，０００円の減。３８ペー

ジに移っていただきまして、４節ひとり親世帯対策総合支援事業費補助金の１項目め、

高等職業訓練促進給付金等事業費補助金につきましては、ひとり親世帯の生活自立を目

的とした資格取得期間中の生活費の助成に対する補助金でございまして、継続受給者の

減などによりまして、３９２万７，０００円の減となっておりまして、これらが民生費

国庫補助金の減の主な要因となってございます。３目衛生費国庫補助金につきましては、

２節母子保健衛生費補助金の増などにより、２２９万８，０００円、１９．８％の増と

なっておりまして、２節母子保健衛生費補助金の説明欄、１項目めの母子保健衛生費補

助金につきましては、産後２週１か月に行う産婦健康診査費用、生後１か月児の健康診
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査に係る費用及び多胎児妊婦に対して通常の妊婦健康診査に要する回数を超えて受診し

た検診費用への一部助成に対する補助金でございますが、令和８年度からは就学前に児

童の発達状態を確認し、就学前の準備や支援につなげることを目的に、新たに５歳児を

対象とした集団検診を実施しますことから、その対象経費分の補助が上乗せとなりまし

て、１９５万７，０００円の増となっております。飛びまして、４目商工費国庫補助金

につきましては、例年同様、中心市街地の空き店舗に新たに開業する事業者に家賃また

は改装費の一部を補助する中心市街地開業支援事業に対する補助金の計上。５目土木費

国庫補助金につきましては、道路橋梁費補助金の増などにより、前年比較で１億２，６

５３万１，０００円、３５．７％の増としております。その１節道路橋梁費補助金につ

きましては、上から橋梁耐震対策・長寿命化修繕事業費道路メンテナンス事業費補助金

は、並木橋長寿命化工事などに対する補助金で、ＪＲに委託して実施しました常磐線３

号橋通称２番橋ほか１橋の架替工事が今年度に完了したことなどもありまして、６，４

５４万１，０００円の減となったものの、２項目め、橋梁定期点検事業費道路メンテナ

ンス事業費補助金がＪＲへ委託する点検箇所の増などにより、３，００９万５，０００

円の増。そして、４項目めの踏切道改良計画事業費補助金につきましては、ＪＲ荒川沖

付近の本郷道踏切歩道設置工事に対する補助となっておりまして、こちらが１億８，４

０３万円の皆増となっておりまして、これらが土木費補助金の増の主な要因となってお

ります。２節都市計画費補助金につきましては、説明欄１項目めの荒川沖木田余線整備

事業費に対する補助金は、事業の進捗などによりまして減となった一方で、３項目めの

橋梁定期点検事業費道路メンテナンス事業費補助金は、神立荒川沖駅の自由通路などの

点検業務委託に対する補助で１，０４０万３，０００円の皆増、４項目めの川口ショッ

ピングモール歩行空間再構築事業費の補助金は、新年度は工事に着手をいたしまして、

３，３１５万２，０００円の増となっておりますが、全体としましては１３１万４，０

００円の減となっております。つづきまして、６目教育費国庫補助金でございますが、

こちらは例年と同様の内容となっておりまして、１節小学校費補助金、２節中学校費補

助金は、説明欄記載のとおり、要保護世帯への就学援助費補助金や、特別支援学級に就

学する児童が使う学用品などへの就学奨励品に対する補助、また理科教育に必要な備品

整備に対する補助などが主なものとなっておりまして、３節社会教育費補助金につきま

しては、開発行為等に伴う埋蔵文化財の試掘確認調査等に対する補助金となっておりま

す。３９ページお願いいたします。つづきまして、３項国庫委託金でございます。国庫

委託金につきましては、例年同様主に国事業の市町村への委託でございまして、主に民

生費国庫委託金の増により１５３万８，０００円、３．８％の増となっております。１

目総務費国庫委託金につきましては、例年同様、外国人の居住地届出の受理等に係る事

務及び自衛官募集事務に係る委託金。２目民生費国庫委託金は、１節社会福祉費委託金

でございまして、いずれも市で行っております国民年金事務に係る各委託金。２節特別

児童扶養手当支給事務委託金は、障害のある児童の養育者に支給される手当に係る事務

に対する委託金となっております。つづきまして、４項国庫交付金でございますが、国

庫交付金につきましては、土木費国庫交付金などの減により、前年比較では１億５，９
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５８万６，０００円、５．９％の減となっております。１目総務費国庫交付金の主なと

ころでは、１項目めの地域未来交付金につきましては、以前の旧デジタル田園都市国家

構想交付金につきましては、令和７年度から新しい地方経済生活環境創生交付金として

名称が変わりましたが、新年度からは、この地域未来交付金に名称がまた引き継がれる

もので、新年度につきましては、地区公民館や市民会館、体育施設に拡充する新公共施

設予約管理システムに係る経費が対象となっております。２目民生費国庫交付金になり

ます。こちらは、児童福祉費交付金の増などにより、１億５，０２８万１，０００円、

７．１％の増となっております。こちらは例年どおり、民生費国庫交付金におきまして

は、福祉施策の包括的な支援体制として、本市が行っております生活困窮者支援や障害

者、児童、高齢者施策に充てられる重層的支援体制整備事業交付金が計上されているも

のが特徴でございまして、こちらにつきましては、簡略して御説明をさせていただけれ

ばと思います。１節社会福祉費交付金の説明欄の３項目は、社会福祉協議会へ委託する

本市の福祉の根幹である福祉ふれあいネットワーク事業や、生活困窮者に対する就労な

どの自立支援に関する経費などが対象となる重層的支援体制整備事業交付金の計上でご

ざいます。２節障害者福祉交付金につきましては、上から重度障害者・重度障害児の住

宅に係るバリアフリー改修費への補助や障害者への相談支援や社会復帰支援に関する事

業に対する交付金の計上。４０ページにかけての３節老人福祉交付金は、全て重層的支

援体制整備事業交付金となっておりまして、説明欄記載の介護予防活動や高齢者の居場

所づくり、生活支援、権利擁護、また、介護や医療、保健、福祉などの総合窓口として機

能する地域包括支援センター運営に対する交付金でございます。４０ページに入りまし

て、４節児童福祉費交付金につきましては、全体で１億６，１４２万７，０００円、８．

１％の増となっておりまして、民生費国庫交付金の増の主な要因となっておりますが、

この中では２項目めの子供のための教育保育給付交付金につきましては、私立の保育園

や認定こども園、地域型保育などへの給付費に対する交付金でございますが、物価高の

影響などによる公定価格の増により、前年比較で１億５，３２０万４，０００円の増。

４項目めに飛びまして、子ども・子育て支援整備交付金につきましては、上大津地区統

合小学校の工事着工に合わせまして、学校内に設置します児童クラブ整備工事に対する

交付金で７０８万４，０００円の皆増となっております。つづきまして、３目衛生費国

庫交付金をお願いいたします。こちらは、全体で前年比較３９万６，０００円の減とな

っておりまして、この中では２節環境衛生費交付金の、循環型社会形成推進交付金は、

合併処理浄化槽の設置及び単独浄化槽の撤去などの費用に対する交付金で、申請件数の

減を見込みましての減。つづきまして、５目土木費国庫交付金につきましては、特に社

会資本整備総合交付金における地域住民の防災、減災対策に資する事業に対する防災安

全交付金などが計上されておりまして、全体としましては、都市計画費交付金の減など

により、２億４，８６５万円、５０．９％の減となっておりまして、国庫交付金の減の主

な要因となっております。１節道路橋梁費交付金につきましては、狭あい道路の整備や

道路の舗装打替えなどの維持補修及び指定道路の更改に係る費用などに対する交付金、

１節飛びまして、３節都市計画費交付金につきましては、各都市計画道路の用地取得、
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物件補償及び道路工事の進捗などによりまして、毎年増減しているものでございますが、

新年度の主なところでは、事業の進捗によりまして、説明欄３項目めの木田余神立線街

路事業の交付金が大きく減となっておりまして、全体では２億３，５８８万２，０００

円の減となっております。４節住宅費交付金につきましては、板谷第１、第２、また下

坂田住宅の入居者移転に係る費用のほか、市営大岩田住宅などの長寿命化事業や、リフ

ォーム助成事業に対する交付金でございます。６目教育費国庫交付金、１節社会教育費

交付金は、今年度の６月議会の補正予算でも計上いたしました幼児教育と小学校教育の

円滑な接続を目的としました架け橋プログラムの策定事業に対する交付金で、新年度予

算としましては３０６万３，０００円の皆増となっておりますが、今年度実施しました

川口運動公園管理事務所耐震補強工事の交付金の皆減などによりまして、教育費国庫交

付金としましては、３，９２３万７，０００円の減となっております。以上が１６款の

説明でございます。よろしくお願いいたします。 

○下村委員長　ありがとうございます。ここまでで、委員の皆様から御質問等はござい

ますでしょうか。 

（「なし」という声あり） 

〇下村委員長　ここで、暫時休憩といたします。１１時２０分に再開いたします。 

（休憩：午前１１時１０分） 

（再開：午前１１時２０分） 

〇下村委員長　それでは、再開をいたします。菅井議員が体調不良によりお帰りになり

ました。よろしくお願いします。それでは、１７款県支出金を御説明願います。 

○瀬古澤財政課長　それでは、予算書は４１ページをお願いいたします。１７款県支出

金でございます。県支出金につきましては、国庫支出金と負担割合で内容が重複するも

のや、例年計上しているものがございますので、それらを除いて、こちらも主なものに

ついて、御説明させていただければと思います。県支出金全体では県負担金、県交付金

の増などによりまして、全体で３億７，５０９万９，０００円、８．１％の増となってお

ります。１項県負担金は、国庫支出金とほぼ同様の制度内容で、民生費県負担金の増に

より、２億５，９２２万６，０００円、８．３％の増となっております。１目民生費県負

担金のうち、２節の障害者自立支援給付費負担金は、国庫負担金の増と同様に、県負担

金では１億７，３２８万３，０００円の増。５節まで飛びまして、５節児童福祉費負担

金、１項目めの子どものための教育・保育給付費県負担金は、私立の保育園や認定こど

も園、地域型保育などへの給付費に対する県分の負担金で、国庫支出金の増と合わせま

して、７，６６０万２，０００円の増となっており、これらが民生費県負担金の増の主

な要因でございます。そのほかとしましては、７節生活保護費負担金につきましては、

こちらは生活保護費に関する県負担分については、病院、施設入所により、居住地を失

った住所不定者への生活保護費に対しての負担金で、８節の国民健康保険事業費、９節

の後期高齢者医療事業費、そして１０節の介護保険事業費の負担金につきましては、そ

れぞれ低所得者の保険料負担軽減措置などに対する県の負担金となっております。１目

飛びまして、３目土木費県負担金につきましては、烏山地区の地籍調査に対する県の負
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担金でございます。つづきまして、２項県補助金につきましては、民生費県補助金の減

などによりまして、４，８８０万８，０００円、６．３％の減となっております。２目民

生費県補助金につきましては、社会福祉費補助金の減などにより、前年比で３，９９１

万円、６．７％の減となっておりまして、１節社会福祉費補助金の１項目め、医療福祉

費補助金につきましては、マル福対象者が医療保険で病院等にかかった場合の自己負担

への公費助成に対する県からの補助金でございまして、受給者数の減少などにより３，

９５６万５，０００円の減となり、民生費県補助金の減の大きな要因となっております。

４２ページに移りまして、そのほか、５節児童福祉費補助金の中では、一番下に計上さ

れております地域少子化対策重点推進補助金でございまして、こちらにつきましては、

令和７年度までは国庫交付金で計上しておりましたが、科目の変更によりまして、県支

出金での新規計上となっております。内容につきましては、例年どおり、結婚新生活に

係る住宅賃貸初期費用及び引っ越し費用を助成する結婚新生活支援事業や、子育て支援

アプリつちまるキッズの保守管理経費に対してのほか、新年度につきましては、新たに

実施予定の婚活イベント開催事業も交付金の対象となりまして、６７５万７，０００円

の計上となっております。つづきまして、３目衛生費県補助金につきましては、前年度

比較で２４４万５，０００円、１３．５％の増となっておりまして、この中では、２節健

康増進事業費補助金につきましては、健康教育、健康相談、肝炎などの健康診査などの

費用に対する補助金でございますが、その中の対象項目に位置付けられております成人

歯科健康診査費用につきましては、対象としておりました４０歳に加え、新年度からは、

２０歳から７０歳まで１０歳刻みに対象を拡大しまして、それらの費用も補助対象とな

ったことなどが要因となり、前年度比では２３８万９，０００円の増。４３ページに移

りまして、１０節不妊治療費助成事業費補助金につきましては、今年度の９月議会の補

正予算で計上しました歳入でございまして、当初予算では新規の計上となっております。

内容につきましては、現在保険適用となっている不妊治療費につきましては、その後の

先進医療費に対する助成をする市町村に対して、茨城県が令和７年度より補助を交付し

ておりまして、この財源を活用しまして、本市では昨年１１月より、保険適用分と合わ

せて、不妊治療費の先進医療を受ける世帯に対して助成金を支給しておりますが、新年

度はその事業費の予算２分の１に当たる１６０万円の計上としております。４目農林水

産業費県補助金は、例年同様の補助金でございましてこの中では５項目めの農業人材力

強化総合支援事業費補助金につきましては、人・農地プランの中心的経営体に位置付け

られた新規就農者に対する就農準備や経営開始時の早期経営確立支援などに対する補助

金で、受給している方の補助対象期間の減少により、１２０万円の減。その下、県単土

地改良事業補助金につきましては、菅谷、手野、神立地区などの農道整備工事に対する

補助金で、整備地区の増などにより５０４万５，０００円の増。さらに、新規就農育成

総合対策補助金につきましては、次世代を担う農業者への就農前の研修費用や就農後の

経営発展に向けた機械施設等の導入費用、経営開始資金などの助成に対する補助金で、

対象者の減により、前年比較では２２５万円の減となりまして、農林水産事業費県補助

金トータルでは、前年度比較で１５８万５，０００円、３．７％の減となっております。
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つづきまして、５目商工費県補助金の１項目め、わくわく茨城生活実現事業費補助金に

つきましては、就業等に関する一定の要件を満たして東京圏から本市に新たに移住した

方への支援金に対する補助でございまして、こちら対象者の減を見込み、１，５１５万

円の減。２項目めの地方就職学生支援事業補助金につきましては、本市では、東京圏域

に在住し、同圏域内の大学に通う者が茨城県内の企業へ就職と本市への移住を希望する

場合に、その就職活動に要する交通費用の支援を令和７年度から実施しておりますが、

新年度はさらに就職に伴い、本市に移住する際の移転費用も支援することとしまして、

これらの費用に対する県の補助となっておりまして、新規支援費の追加により、前年度

比では５１５万４，０００円の増となっておりますが、商工費県補助金トータルとしま

しては、前年度比較で９９９万６，０００円、３９．４％の減となっております。６目土

木費県補助金の主なものにつきましては、２節合併市町村幹線道路緊急整備支援事業補

助金でございまして、こちらは合併特例債を活用した広域幹線道路整備に対する補助金

で、朝日トンネル及び新治南３１４号線バイパス整備に活用しました合併特例債の充当

残額分となる事業費の５％分及び合併特例債の元利償還金の交付税措置対象外となる３

０％分に対しての補助金で、こちらは一部償還の終了によりまして、２８４万７，００

０円の減となっております。７目教育費県補助金は、例年同様の内容でございまして、

１節社会教育費補助金は、家庭教育に関わる問題の早期発見、相談対応等を担う家庭教

育支援員や、その下今日、学校と地域をつなぐコーディネーター役となる地域学校協働

活動支援推進員に対して、３節につきましては、小学校に配置する理科支援員に対して、

４節、５節につきましては、中学校の部活動指導員や、不登校生徒の教室復帰への支援

を行う校内フリースクールの支援員の配置などに対する県の補助金となっております。

４４ページをお願いいたします。つづきまして、３項県委託金につきましては、国の委

託金と同様、県からの委託事業に関するものとなりますが、選挙費用の減や、国勢調査

に係る費用の皆減などによりまして、全体では前年度比較１億６，４９６万３，０００

円、３１．９％の減となっております。具体的には、１目総務費県委託金、１節徴税費委

託金は、市県民税の県税分の賦課徴収に関する事務に対する委託金、２節選挙費委託金

は、新年度は１２月に予定しております県議会議員の選挙に係る委託金５，７９０万１，

０００円を計上しておりますが、今年度にありました参議院選挙・県知事選挙に係る委

託金の皆減により、２節選挙費委託金は、７，８４６万３，０００円の減。３節統計調査

費委託金につきましては、説明欄記載の国・県の基幹調査となる経済活動調査、常住人

口調査や人口動態調査などに対する委託金でございますが、今年度実施しました国勢調

査に係る委託金の減により、７，６３１万４，０００円の減となっております。２目民

生費県委託金につきましては、障害者扶養共済制度によって、障害者を扶養している保

護者が死亡または重度障害になった際の年金支給に対する委託金。３目農林水産業費県

委託金は、汚泥再生処理センター脇の上備前川の水門管理業務業務に対する委託金。４

目商工費県委託金は、土浦港、亀城公園、霞ケ浦総合公園、小町の館の４か所で実施し

ている観光客数調査に係る委託金、５目土木費県委託金につきましては、説明欄にあり

ますとおり、大岩田にあります備前川排水機場と真鍋新町にあります新川排水機場の運
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転維持管理に対する委託金。６目教育費県委託金の２節学校給食調理等業務委託金につ

きましては、県立土浦第一高等学校附属中学校の生徒と教職員への給食提供に対する委

託金となっております。つづきまして、４項県交付金でございます。県交付金につきま

しては、教育費県交付金の増などによりまして、前年度比較で３億２，９６４万４，０

００円、１２９．２％と大きく増しております。県交付金の主なところでは、１目総務

費県交付金は例年どおり、パスポート関係などを県から権限移譲された事務処理に対す

る交付金、次の２目民生費県交付金から４５ページに入りまして、３目衛生費県交付金

に計上されている歳入につきましては、国庫支出金でも計上されております子ども子育

て支援交付金や、各種福祉事業に充当されます重層的支援体制整備事業交付金など、ほ

とんどが国の交付金と同様の内容となっておりますので、こちらは割愛させていただき

ます。つづきまして、４目農林水産業費県交付金のうち、説明欄の４項目め、多目的機

能支払交付金につきましては、農地に係る水路や道路などの保全管理、農業水利施設の

維持管理など、農村環境向上活動を行う組織に対する交付金で、前年度比較で１３４万

７，０００円の増。５目教育費県交付金、１節市町村学校給食費軽減交付金につきまし

ては、新規の交付金でございまして、本市では他市町村に先んじて公立の小中学校義務

教育学校の給食費無償化を令和５年１０月から実施しておりますが、国のほうでは子育

て支援に取り組む自治体の支援策としまして、学校給食費の負担軽減を目的としました

交付金を新たに創設しまして、県を通じて交付されるものでございます。交付対象は小

学校における学校給食の食材費分となりまして、本市の児童数と国の基準額から算出し

まして、記載のとおり、３億２，５５８万２，０００円の計上となっております。１７款

県支出金の説明は以上でございます。よろしくお願いいたします。 

○下村委員長　ありがとうございました。それでは、１７款県支出金についての質疑に

入ります。委員の皆さん、御質問はありますか。 

〇福田委員　分かる範囲で教えてください。４３ページの１７款２項４目ですが、農林

水産ですね、自給率向上で非常に重要です、農林水産は。それで農業経営基盤強化とい

うのありますけれども、何件ぐらいの方が利用しているのかですね。また、今土浦市で

は専業農家数、あるいは兼業農家数、分かる範囲で結構ですから教えてください。 

〇岡田農林水産課長　御質問いただきました農業経営基盤強化資金利子助成の補助金で

すけども、こちらにつきましては、認定農業者の方が制度資金融資を行った内容につい

て、県と市で２分の１ずつ負担するというものになりまして、実質本人負担なしとして

いるものでございます。対象者としましては、現在２件の方が利用されているという状

況でございます。市政概要の数字になりますが、土浦市の農家戸数が１，５４８件ござ

いまして、販売農家数の中で主業としてが２５４戸でございまして、準主業が１１８戸。

副業的な農家数、兼業という形になってくるかと思いますが５５６戸という形でござい

ます。 

○島岡委員　日本の抱える最大の問題として少子化という問題があると思いますが、

年々生まれる子供も少なくなって、それに対しての政策をとっている国は、出生率が上

がっているという現状もございますけれども、国もそうなんですが、県も多子世帯保育
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料軽減とかそういうものだけにしか補助金としてはみていないんでしょうかと。いろい

ろな意味で、補助金が出ているとは思いますが、そういう特効薬的などころにお金をつ

ぎ込んでいただいていないのかなという。４２ページの県補助金の多子世帯保険料軽減

事業補助金の２，０００万とありますが、それ以外にも多子世帯への補助金はあります

か。 

○瀬古澤財政課長　４２ページ、県補助金の下から２項目め、妊婦のための支援給付費

補助金でございますが、こちらにつきましては国の制度に基づき実施しているものです

が、妊娠時または出産時につきましては、世帯によってはお金が非常にかかる時期とい

うことで、妊娠した時点でその世帯に５万円の給付金の支給、また出生した時点で子供

一人当たり５万円を給付する経済的支援を行っているものでございます。そういったと

ころを経済的支援を行って国では出生率向上につなげていくというような施策を行って

おります。 

○島岡委員　ありがとうございます。国、県に対して、もう少しお金を出してくれるよ

うに要望していきたいと思います。 

〇竹内委員　４４ページの教育委託金、学校給食調理業務委託金。これ、先程聞いた範

囲では土浦一高がというお話でしたが、もう１回細かく説明してくれますか。 

○瀬古澤財政課長　こちらは県立の土浦第一高等学校附属中学校の生徒と教職員への給

食提供に対しては、県立ということもありまして、県からの委託金により事業費に充て

られているというようなものでございます。 

○竹内委員　ということは、土浦市の小・中学校には関係がないということですか。 

○瀬古澤財政課長　おっしゃるとおりでございます。 

〇古沢委員　４３ページの３目衛生費県補助金の実績で不妊治療費１６０万円ですが、

これ何名ぐらい予定しているんでしょう。 

○直井こども包括支援課長　不妊治療なんですけれども、８０名を予定しております。

一人当たり最大で１回当たり４万円ということなので、８０名というか８０回の治療を

想定しております。 

○篠塚委員　４５ページの教育費県交付金の市町村学校給食費軽減ですが、国から来た

お金を県が一旦受けて、それで市のほうに交付するということですが、算出根拠ですね、

単価が幾らで人数分で算出したとは思いますが、それからその材料費だと思いますが、

各市町村によって材料費が異なるかと思うのですが、その辺りはどのようになってるの

か、土浦市ではどういう単価になっているのか教えてください。 

〇渡辺学校給食センター所長　ただ今の質問にお答えいたします。今の質問はおっしゃ

るとおり、各学校において学校給食費の額は変わってきます。ただ、国におきましては、

この算定根拠なんですけれども、給食を実施している学校、全国の学校給食費に対しま

して、令和５年度に実態調査を行いました。それをもとに近年の物価動向を加味し、ひ

と月当たり５，２００円の基準額ということで、こちらは今後この額を基準に全て全国

基準として、こちらで算定されるものとなってございます。 

○篠塚委員　ちなみに、土浦市だと５，２００円では足らないかと思いますが、どのぐ
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らいを負担するようになるんでしょう。 

〇渡辺学校給食センター所長　実際現在、小学生児童の学校給食費が５，２８０円とな

ってございます。５，２８０円から基準額の５，２００円を引きますと、８０円不足す

る形となってございます。こちら来年度の予測児童数を掛けますと、約でございますけ

れども、小学校分だけにつきましては、４５０万ほどの負担となってなるものと予定し

ております。 

○下村委員長　ほかにはございますか。 

（「なし」という声あり） 

○下村委員長　それでは、ないようですので、ここで暫時休憩といたします。再開時間

は１時ということで、よろしくお願いします。 

（休憩：午前１１時４５分） 

（再開：午後１時） 

○下村委員長　予算決算委員会を再開いたします。寺内委員が退席しております。それ

では、引き続き、１８款財産収入から第４表地方債まで御説明を願います。 

〇瀬古澤財政課長　それでは、予算書４６ページをお願いいたします。１８款財産収入

につきましては、財産運用収入、財産売払収入がそれぞれ増加しておりまして、前年度

比較で９，０３８万円、３８．９％の増となっております。１項財産運用収入の１目財

産貸付収入につきましては、主なものとしまして、土浦地方卸売市場、市所有のイオン

の敷地下の水路などの土地の貸付、また、土浦駅前交番などの建物貸付、また入札の上、

契約を行っております本庁舎をはじめとする各施設の自動販売機などの設置に係る貸付

及び水郷プールのロッカー設置に係る貸付収入となっております。２目利子及び配当金、

１節積立金収入につきましては、説明欄記載の各基金の預金利子分でございますが、昨

今の金利の上昇により、増収を見込んでおりまして、全体では４，１７９万８，０００

円の増としております。２節配当金収入につきましては、本市が所有しております茨城

計算センター、土浦ケーブルテレビ、土浦都市開発の株式の配当金でございます。つづ

きまして、２項財産売払収入につきましては、有価証券売払収入などによりまして、前

年度比で４，９２４万８，０００円、３１．３％の増となっております。１目物品売払収

入につきましては、清掃センターや分別収集で回収されたアルミや新聞、段ボールなど

の売払収入でございまして、高値が続いておりましたアルミなどの売却単価は下落する

見込みでございますが、清掃センターでの回収量が増加傾向にあるなど、トータルでは

８５９万７，０００円の増を見込み、１目飛んで３目有価証券売払収入につきましては、

新規の計上でございまして、土浦港に隣接する市有地を観光客が訪れる魅力ある空間と

して整備することを目的に、市が進めております土浦港周辺広域交流拠点民間事業者誘

導事業につきましては、令和７年度中に公募を行いまして優先交渉権者を決めますが、

あわせて、同区域内にあります株式会社ラクスマリーナの保有株全てを譲渡することと

しまして、その価格につきましては、外部委託による企業評価から算出した額１，６０

０株、計上しております４，０６５万１，０００円とするものでございます。４７ペー

ジをお願いいたします。１９款寄付金につきましては、合計欄にありますとおり、前年
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度比較で１５億１，０２０万１，０００円、１５０．９％の大幅な増となっておりまし

て、この中では３目ふるさと土浦応援寄附金をお願いいたします。説明欄１項目め、こ

ちらは個人からのふるさと納税になりますが、令和７年度はお米などの返礼品の好調な

どにより増収となっておりまして、補正増を今年度繰り返しまして、最終的な予算を２

５億としたところでございますが、これらの実績などを踏まえまして、今年度の最終予

算と同額の２５億円と、また例年の薪能におけるガバメントクラウドファンディング１

２０万を加えまして、合わせて２５億１２０万円を計上しまして、前年度比較では１５

億２０万円の大幅な増としております。また、２項目めの企業版ふるさと納税につきま

しては、当初予算では初めての計上となりますが、ここ直近では安定的な寄付の受入れ

が続いておりまして、実績などを踏まえまして、１，０００万円を計上しておりまして、

その他の寄付金はいずれも前年同様、科目計上としております。４８ページをお願いい

たします。２０款繰入金につきましては、基金繰入金の減により、１６億６，３７８万

５，０００円、５３．７％のこちら大幅な減となっております。１項特別会計繰入金の

１目駐車場事業特別会計繰入金は、例年とおり、東西市営駐車場整備に充てた地方債の

償還が終了しましたことから、利益の一部を一般会計に繰り入れているものでございま

す。２目後期高齢者医療特別会計繰入金は科目計上、３目介護保険特別会計繰入金につ

きましては、介護保険制度で行っております事業の一部は、一般会計で国庫支出金や県

支出金でも触れました重層的支援体制整備事業としまして計上しておりますが、介護保

険のルールとしまして、特別会計で歳入している介護保険料の一部を含める必要があり

ますことから、その分を事業費に合わせた必要繰入額を積算しまして、計上しているも

のでございます。２項基金繰入金につきましては、財政調整基金繰入金の減などにより、

１６億６，３９１万１，０００円、５５．４％の減となっております。１目財政調整基金

繰入金につきましては、新たに先ほどの給食費の新たな交付金のほか、ふるさと土浦応

援寄附金などの歳入増、また各事業の見直しなどによりまして財源不足が縮減されまし

て、前年度比較で１７億３，０００万円、６１．１％の大幅な減となっております。２目

合併振興基金繰入金につきましては、合併特例債を原資とした基金で、新市建設計画に

位置付けられたソフト事業に活用できるもので、前年度までに償還が終わった範囲内で

取崩しが可能となるもので、新年度につきましては、基金の残額を全て取り崩すことで、

前年度比較では９３１万円、５．９％の増となっておりまして、こちらの繰入金につき

ましては、毎年ごみ処理対策事業に充当しておりましたが、これにより基金残高がなか

無くなったことで、令和９年度以降は一般財源での対応ということになります。３目協

働のまちづくり基金繰入金につきましては、市民提案型の事業、また歴史的建造物等の

保存や修景などに対する補助金に繰り入れて充当するもの。４目奨学基金繰入金につき

ましては、進学する意思と能力を有しながら、経済的理由により高等学校等への進学が

困難な生徒に奨学金を支給する奨学生育英事業補助金の財源としての繰入金。５目子ど

も未来基金繰入金につきましては、子供の学習支援として、模擬試験や入学試験の受験

料補助や、小中学校に設置します給食用保冷庫の更新及び給水器設置費に充当するため

の繰入金。６目企業版ふるさと納税基金繰入金は、今年度に新たに創設しました基金で
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ございまして、既に積み立ててある企業版ふるさと納税のほうからの繰入分としまして、

７２３万４，０００円が皆増となりまして、こちらは新規事業になりますｅスポーツ大

会事業費や結婚支援イベント開催事業費に充当します。７目社会福祉事業基金繰入金に

つきましては、新治総合福祉センター屋根の改修工事などに活用するための繰入れ、８

目森林環境譲与税繰入金につきましては、これまでの森林環境譲与税活用事業につきま

しては、その実施年度に歳入される譲与税をそのまま充当するというような形をとって

おりましたが、そもそも森林環境譲与税が一般財源でありますことから、その充当額が

見えないというようなことの課題がございました。それによりまして、令和８年度予算

からは、歳入される森林環境譲与税をそのまま一旦基金に積み立てまして、実施する事

業に必要な額を繰り入れることとしまして、新年度は山林整備事業や子育て世帯を対象

にした木育事業などに充当することとしまして、１，９７９万９，０００円を計上して

いるものでございます。４９ページをお願いいたします。２１款繰越金につきましては、

前年度と同額の３億円を計上しております。５０ページをお願いいたします。２２款諸

収入につきましては、主に雑入の増などにより、全体では１，５７２万３，０００円、

２．７％の増としております。１項延滞金加算金及び過料の１目延滞金につきましては、

市税等の納付に係る延滞金でございまして、実績等に基づき、３４８万円９．８％の減

となっておりまして、２目加算金、３目過料につきましては、科目計上としております。

２項預金利子につきましては、金利の上昇により６８０万円の増の１，３００万１，０

００円を計上しております。３項貸付金元利収入、１目貸付金元利収入の１節中小企業

金融機関貸付金元金収入につきましては、中小企業及びそこで働く方への融資のため、

金融機関に預託した元金の返済分、２節障害者住宅整備資金貸付金元利収入は、障害者

専用の居室等の増築改築に対する貸付金の元利返還金収入、３節高齢者住宅整備資金貸

付金元利収入は、６０歳以上の方が属する世帯への高齢者専用の居室棟の増築改築に対

する貸付金の元利返済金収入、４節地域改善対策住宅新築資金等貸付金元利収入は、地

域改善対策特別事業に係る住宅新築資金等の貸付金に対する元利返済金収入、５節災害

援護資金貸付金元利収入は、東日本大震災により被災した方に対する貸付金の返済金収

入となっております。４項受託事業収入、１目農林水産業費受託事業収入、１節農業者

年金業務受託金収入は、独立行政法人農業者年金基金から、農業委員会に委託されてい

る農業者年金の加入促進業務などに対する委託金。２節農地中間管理事業業務受託金収

入は、農地中間管理機構から農業委員会に委託されている農地中間管理事業のうち、農

地集積に係る業務に対する委託金。５１ページに移りまして、２目商工費受託事業収入

は、説明欄にございますとおり、霞ケ浦で自転車を乗せて運行するサイクルーズ事業を

共同実施している潮来市、行方市、かすみがうら市からの受託金の収入でございます。

５項雑入、１目雑入は、６節広告掲載事業収入や７節雑入の増などにより１，０２２万

７，０００円、２．３％の増となっております。１節学校給食費は、市立の小、中、義務

教育学校へ通う児童生徒の給食費の無償化により、教職員や土浦第一高等学校附属中学

校の生徒教職員分などについての計上。２節高額療養費負担金は、マル福受給者の高額

療養費は医療福祉費で立て替えられているため、立替分に対する国民健康保険や後期高
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齢者医療等からの保険者からの負担金で、３節緊急診療報酬につきましては、保健セン

ター内にあります休日緊急診療所の診療報酬となっておりますが、患者数の減などによ

り減少傾向にありまして、直近の実績などを踏まえ、１，０９２万５，０００円の減と

しております。４節高速自動車国道救急業務支弁金は、常磐道における救急消防業務を

行う経費への東日本高速道路株式会社からの支弁金、５節指定管理者納付金につきまし

ては、自転車駐車場の指定管理者であるシルバー人材センターからの協定に基づく納付

金でございますが、人件費の増などにより、センターの厳しい運営状況から、近年の納

付額は減少傾向にございまして、新年度につきましては、７００万円減の５０万円での

計上となっております。６節広告掲載事業収入につきましては、川口野球場の内外野の

フェンスやホームページ、広報紙、公用封筒など備考欄記載の各種媒体を活用した広告

料でございますが、新年度は川口野球場の広告枠拡大などによりまして、４２１万４，

０００円の増としております。７節雑入につきましては、前年度比２，０３９万４，０

００円、８．９％の増としております。雑入につきましては、数も多いことから、増減の

大きいものや新規の計上その他特徴的なものについての御説明とさせていただきたいと

思います。それでは、７節雑入の説明欄、上から１１項目め、後期高齢者健康診査業務

委託金につきましては、後期高齢者の医療機関健診、集団検診、人間ドックなどに対す

る茨城県後期高齢者医療広域連合からの委託金でございまして、経費や受診者の増など

により、前年度比較では１９８万８，０００円の増。５２ページに移っていただきまし

て、上から１１項目め、こちらも茨城県後期高齢者医療広域連合人件費繰入金につきま

しては、本市から派遣する職員人件費に対する広域連合からの負担金でございますが、

令和７年度から派遣している職員に加え、新年度からもう１名派遣することが予定され

ておりまして、７７５万円の増。その３項目下になります生活保護法第７８条による徴

収金は、不実の申請やその他不正受給に係る徴収金。その下の生活保護法６３条による

返還金は、何らかの資産または収入あるものの必要とした時点で使うことができずに、

生活の状況が窮迫したために支給となった保護費に係る返還金となっておりますが、直

近の徴収状況を加味しまして、合計で前年度比較では１，２５０万５，０００円の増を

見込んでおります。少し飛びまして、下から１０項目めに計上しておりますネーミング

ライツ収入につきましては、ジェイコムスタジアム土浦、クラフトシビックホールなど

９施設分の命名権料収入でございますが、こちらはＬＥＤスコアボードの整備や、今年

度陸上競技場管理棟の改修に伴いまして、今年度から野球場及び陸上競技場の命名権料

の値上げを行っておりまして、当初予算比較では２５０万円の増としております。次は

下から二つ目の項目になります茨城空港発着便利用に係る費用負担交付金につきまして

は、新規の歳入でございまして、こちらは茨城空港利用促進等協議会からの歳入となり

ますが、この協議会の幹事市町村が茨城空港を利用して出張する場合には、１６万円を

上限に旅費の助成が受けられるものでございまして、新年度につきましては、サイクリ

ングで連携を深めております滋賀県ビワイチとのプロモーション活動に充当することと

しまして、１１万４，０００円を計上しております。５３ページの上から６項目め、旧

学校等施設使用に係る環境維持等負担金につきましては、旧上大津小学校、旧山ノ荘小
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学校の草刈や樹木伐採などの維持管理経費や、電気料、水道料等に係る使用者からの負

担金で、物価高騰による維持管理経費の増により８２万６，０００円の増。また、最後

は下から５項目めになります特定空き家等行政代執行工事代過年度分につきましては、

令和５年１月に実施しました空き家の代執行による工事費用につきましては、その所有

者が負担することとなっておりますが、再三の督促をもっていまだ支払いがないことか

ら、引き続き支払いを求めていくもので、前年度と同様に代執行代の２２７万７，００

０円を計上するものでございます。以上、幾つかの雑入について御説明させていただき

ました。５４ページをお願いいたします。２３款市債になります。市債につきましては、

一般会計の市債の発行総額は７０億３，３０７万８，０００円で、前年度比較では、４

７億４，１９３万６，０００円、２０７％の増となっております。この中では過年度借

換条件付発行債借換債の元金、１３億５，６２０万６，０００円の増が大きな割合を占

めておりますが、そのほかでは、ごみ焼却施設整備事業費債や各学校施設整備事業市債

の増などが増加の主な要因となっております。１目総務費債の１節公共施設適正管理費

債は、本市の公民館、保育所、消防署等の公共施設の照明をＬＥＤ化するための委託料

に充当。２目民生費債の１節社会福祉施設整備債は、ふれあいセンターながみねのエア

コン更新工事費に充当。２節児童福祉施設整備費債は、上大津地区統合小学校児童クラ

ブ整備費の対象事業費に充当、３目衛生費債の１節ごみ焼却施設整備債につきましては

令和６年度から８年度で継続費を設定しております清掃センターのごみクレーン外整備

事業の最終年度につきましては、事業費が最も大きいごみクレーンや切断機などの更新

工事費に充当いたします。２節保健衛生費債は保健センターＺＥＢ化改修工事の基本実

施設計委託料に充当、３節過年度借換条件付発行債借換債は、平成２８年度に民間金融

機関から１５年から２０年償還で借り入れた際に、１０年後に利率の見直しをする条件

により借り入れたものでございまして、１０年後を迎える令和８年度にその時の利率で

借り換えるものでございまして、以下土木費債、消防費債、教育債にも計上しておりま

す。４目農林水産業費債、１節農地費債はかんがい排水事業や排水路整備、農道整備な

どに充当。５目商工費債は国民宿舎水郷のキュービクル更新工事に充当。６目土木費債、

１節道路橋梁費債は、道路の新設改良、橋梁の耐震化、長寿命化工事、急傾斜地崩壊対

策事業、舗装の打替え工事などに充当。２節都市計画事業費債は、説明欄記載の各街路

事業などのほか、３項目めの都市施設等整備事業費債は霞ケ浦総合公園キュービクル改

修工事費に充当。５項目め、自転車ネットワーク整備事業費債は路面への矢羽根等の設

置工事費に充当。その下、スマートインターチェンジ整備事業費債は用地測量業務委託

に、その下、歩行空間再構築事業費債は川口ショッピングモールの歩行空間再構築工事

費に充当。７目消防費債は、１項目めが無線機の更新を行う共同指令センターへの負担

金と、土浦消防署に配置する災害対応特殊消防ポンプ自動車の更新費に、２項目めは新

消防署整備の工事費、工事監理委託料に、８目教育費債の１節社会教育施設整備事業費

債は上高津貝塚長寿命化改良事業や、令和６年度末で廃止となりました青少年の家の現

状回復工事費などに、２節学校施設整備費債は説明欄３項目ありまして、１項目めは小

学校５校の屋内運動場空調設備設置工事などに、２項目め上大津地区統合小学校整備事
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業費債は新年度から着工する工事費に、３項目めは小中学校の電子黒板の購入費に対す

る市債でございます。歳入の説明は以上となりまして、１４ページにお戻りください。

１４ページは第４表地方債でございます。表の上から公共施設ＬＥＤ化事業など２７事

業への活用を目的としまして、起債の限度額や方法、利率、償還の方法を定めるもので

ございます。一番下の合計欄記載の限度額につきましては、先ほど２３款市債で御説明

しましたとおり、７０億３，３０７万８，０００円でございまして、前年度と比べます

と４７億４，１９３万６，０００円の増となっております。説明は以上でございます。

よろしくお願いいたします。 

○下村委員長　ありがとうございました。それでは、委員の皆様からの質問はございま

すか。 

〇竹内委員　５３ページの下から７行目、アルカス土浦共用部分収入金ですけれども、

これはあまり聞き慣れないのですが、共用部分というのはどこなのか、収入金というの

はどこからから入ってきているのか。よろしくお願いします。 

○佐賀文化振興課長　アルカス土浦の共用部分ですけれども、アルカス土浦の１階の広

場部分がございます。そちらでキッチンカー等がよく金曜日あたりになると出ておりま

すけれども、そういった使用であったりとか、あとアルカス土浦の１階部分で通路状に

なっている部分があるんですけれども、そちらの部分と、あと２階に上がる大階段ござ

いまして、そちらに関するイベント等が皆さんに御利用いただいてるような状況でござ

います。管理につきましては、現在組合を作っておりまして、都市開発のほうにそちら

の管理をお願いしているところなんですけれども、そちらの収入について、土浦市と銀

行と学習塾がございますけれども、利用している床面積の按分でそれぞれ配分されると

いうようなことでございまして、あとは駐車場の収入が入ってくるような形となってお

ります。以上でございます。 

○勝田委員　４６ページの１８款財産収入の有価証券売払いに関して教えてください。

４，０６５万１，０００円の計上ということで、ラクスマリーナというような御説明だ

ったかと思うんですけれども、聞きたいのは、土浦市は現在ラクスマリーナの株を何％

所有していて、そのうち売払いされる割合というか、それはどのようになっております

でしょうか。 

○石引都市整備課長　ただ今御質問いただきましたラクスマリーナの株式の保有状況、

まず土浦市が６００株１００％を持っている状況でございます。今回川口二丁目の事業

に伴いまして財産処分するものは、１００％全ての株式を譲渡予定してございます。 

○勝田委員　ありがとうございます。そういたしますと、ラクスマリーナさんは現在ヨ

ットハーバー等を事業としてやってらっしゃると思うんですが、ヨットハーバー停泊を

しているオーナーさんとの使用契約というか賃貸借契約とか、或いは現在やっている水

辺の事業とかいろいろなものがあるかと思いますが、今後、市が全く株式を持たない場

合に、その利用方法に関して、市のほうというのは利用方法に対して物申す権利という

か、そういったものはあるんですか。何が言いたいかと申しますと、例えば株式の譲渡

を受けた会社がそのオーナーとの話合いの中で解決を無視したとしたら、ヨットハーバ
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ーを辞めるということができるんですか。 

○石引都市整備課長　今回の公募の条件の中で、ラクスマリーナ事業の継続、また雇用

の継続といったものを条件としておりまして、ただ年数について定めていないんですけ

れども、事業内容を大きく見直す場合には、市と協議ということでうたっているもので

ございます。 

○勝田委員　その強制力とですね、或いはその期間に関して何年というのが定めてない

ということは、徐々に変わっていくこともあり得るということだとは思いますけれども、

ヨットハーバーがなくなるというようなことがもしあると、これは非常にインパクトが

ある話だと思うんですけれども、ヨットハーバー、そういったことはもう委員会で御説

明されているんですか。 

○石引都市整備課長　委員会の中でですね、詳細につきましては、なかなかちょっと説

明が足りない部分はあるかと思います。ラクスマリーナが今立地しております土地の部

分、こちらにつきましては、全体としまして本事業の中で事業用定借で貸す予定となっ

ておりまして、土地の所有者は市のままでございますので、そういったところで土地の

使用条件等といったところでの協議は継続的にできるものと認識しております。 

○勝田委員　もう一つ教えてください。株を譲渡するわけですから、譲渡を受けたとこ

ろがまた第三者に譲渡をすることに関して何か規制をかけるつもりはありますか。つま

り、買戻し特約的なものをつけるんですか。 

○石引都市整備課長　今後ですね、弁護士にも入っていただきまして、株式譲渡契約の

内容については、相手方と交渉をして、最終的に内容は決定するものとなっているとこ

ろでございますが、現時点におきまして、買戻し条項を必ず設けるといったようなこと

を定めてはおりません。 

○勝田委員　一応のところは分かりました。ありがとうございました。 

○福田委員　これも分かる範囲で教えてください。５１ページのですね、２２款５項の

高額療養費の負担金ですね、医療費が高額ですから、大変な状態をいろいろサポートし

ていただけるんでしょうけれども、この利用者はですね、何人ぐらいいるんでしょうか。 

○武井国保年金課長　大変申し訳ないですが、人数自体はまだこちらの資料がないもの

ですから、後程こちらから御報告させていただきたいと思います。 

○下村委員長　福田委員よろしいですか。 

〇福田委員　結構です。お願いします。 

〇篠塚委員　４８ページの基金繰入金の合併振興基金繰入金。これでもう合併特例債に

関する基金は枯渇するということでいいのかというのが１点と、もう１点、５３ページ

の特定空き家代執行の工事なんですが、交渉はしていると思うんですけども、入ってく

る見込みがどのぐらいあるのか、その２点をお伺いいたします。 

○瀬古澤財政課長　まず、最初に合併振興基金繰入金につきましては、合併振興基金特

例債を原資とした基金につきましては、これで枯渇するというような形になりますので、

先ほど御説明したとおり、今後ごみ処理施設の事業費につきましては、一般財源での対

応となってまいります。 
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○福原生活安全課長　先ほどの御質問でございます。特定空き家につきましては、粘り

強く交渉を進めておりますので、必ず回収するような形で頑張っております。 

○目黒委員　４６ページの清掃センターの改修物品売払収入の簡単な内訳と、どのよう

に売払いをされているのか、説明をお願いいたします。 

○草間環境衛生課長　清掃センターの改修物品売払収入、まず品目でございます。飲料

で用いられますアルミ缶、それからスチール、そのほかですね、ダンボール、新聞、雑

誌、それから焼鉄とか粗大金属、自転車と、あと回収しておりますベッドのマットレス

の中に入っておりますスプリング。こういったものを売却した収益となってございます。 

○目黒委員　売払い先はリサイクル業者とかそういったところになるんでしょうか。 

○草間環境衛生課長　こちらは、定期的に見積もりを複数業者から徴収しておりまして、

主にリサイクル業者のほうに売り払っているところでございます。 

〇下村委員長　ここで、執行部資料準備のため、暫時休憩といたします。再開は午後１

時５０分といたします。 

（休憩：午後１時４０分） 

（再開：午後１時５０分） 

〇下村委員長　委員会を再開いたします。福田議員の質問に対する答弁の資料が不足し

ておりまして、まだできないような状況ですが、それについては、瀬古澤財政課長お願

いします。 

○瀬古澤財政課長　大変申し訳ございません。先ほどの御質問の人数等につきましては、

担当課のほうで確認しました後、何かしらの形で議員の皆様に御報告をさせていただき

たいと思いますので、お時間いただければと思います。大変申し訳ございませんでした。 

○下村委員長　ありがとうございます。それでは、後日ということで説明があると思い

ます。よろしくお願いします。それでは、議事を進めていきたいと思います。よろしい

でしょうか。 

〇篠塚委員　人数が出ないというのは別に後で資料はいいんですけども、採決に影響す

るようなことでは困りますので、この数字は何かの基準で出してると思いますので、そ

の基準だけ教えていただければ、そうすると採決には影響はないと思いますので、昨年

度の実績ですとか、いろいろなことでこの数字を出しましたということを言っていただ

かないと採決するのは困るので、そこだけ確認していただいてよろしいですか。 

○瀬古澤財政課長　大変申し訳ございませんでした。今回予算計上させていただいてい

る額につきましては、令和４年度から６年度までの実績の平均を出しまして、計上して

いるものでございます。そういった形で御理解いただければと思います。よろしくお願

いします。 

〇古沢委員　５４ページの５目の商工費債、説明のところに国民宿舎水郷とありますけ

れども、これはもしかして風呂場を言うのかな、霞帆の湯。 

〇瀬古澤財政課長　５目の商工費債、国民宿舎水郷施設整備事業債は、霞帆の湯に設置

しておりますキュービクルの更新工事の充てる地方債でございます。 

〇下村委員長　福田委員　先ほどの質問の回答が出ておりませんが、後日資料を配布す
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るということで、それでよろしいでしょうか。 

〇福田委員　はい。 

〇下村委員長　ありがとうございます。それでは、全体を通しての御質問があれば、こ

こでお願いします。 

（「なし」という声あり） 

〇下村委員長　それでは、賛否を確認いたします。この予算の歳入及び地方債について、

賛成とする方は挙手を願います。 

（全員挙手） 

〇下村委員長　それでは、議案第３４号の歳入及び第４表地方債については、全員賛成

でありました。それでは、次回の予算決算委員会全体までに委員長報告書をまとめてま

いります。つきましては、報告書に盛り込みたい御意見等はございますか。 

（「なし」という声あり） 

〇下村委員長　御意見もないようですので、最後に今後の予定を申し上げます。次回の

予算決算委員会全体会は、３月１９日木曜日午前１０時から第１委員会室となりますの

で、御参集願います。慎重な御審査をいただきましてありがとうございました。これに

て、予算決算委員会を閉会いたします。ありがとうございました。 


